
第１節

「障害者差別解消法」の制定

１．経緯

　平成18年に採択され、平成20年に発効した
障害者権利条約は、「合理的配慮」の否定を
含めた障害に基づく差別の禁止について、適
切な措置を求めており、我が国においては、
平成23年の障害者基本法の改正の際、同法第
４条に「基本原則」として、障害者権利条約
の差別の禁止に係る規定の趣旨を取り込む形
で、「差別の禁止」が規定された。障害者差
別解消法は、同規定を具体化するものであり、
すべての国民が、障害の有無によって分け隔
てられることなく、相互に人格と個性を尊重

し合いながら共生する社会の実現に向け、障
害を理由とする差別の解消を推進することを
目的として、平成25年６月に成立した。（法
律の概要は図表1-1）

２．障害者差別解消法の概説

（１）対象分野

　この法律は、雇用、教育、医療、公共交通
など障害者の自立と社会参加に関わるあらゆ
る分野を対象にしている。なお、雇用分野に
ついての差別の解消の具体的な措置（本法第
７条から第12条に該当する部分）に関しては、
障害者雇用促進法の関係規定に委ねることと
されている 。

（２）障害を理由とする差別の禁止

　この法律では、障害を理由とする差別を「不
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当な差別的取扱い」と「合理的配慮の不提供」
の二つの類型に整理している。
　「不当な差別的取扱い」とは、例えば、障
害があるということだけで、正当な理由なく、
商品やサービスの提供を拒否したり、制限し
たり、条件を付けたりするような行為であり、
このような行為は、国の行政機関や地方公共
団体、事業者の別を問わず禁止される。
　また、障害のある人等から何らかの配慮を
求める意思の表明があった場合には、その実
施が負担になり過ぎない範囲で、社会的障壁
を取り除くために必要で合理的な配慮（以下
「合理的配慮」という。）を行うことが求め
られる。合理的配慮の典型的な例としては、
車いすの人が乗り物に乗る時に手助けをする
ことや、窓口で障害のある人の障害の特性に
応じたコミュニケーション手段（筆談、読み
上げなど）で対応することなどが挙げられる。
こうした配慮を行わないことで、障害のある
人の権利利益が侵害される場合には、障害を
理由とする差別に当たる。
　ただし、合理的配慮に関しては、一律に義
務付けるのではなく、行政機関等には率先し
た取組を行うべき主体として義務を課す一方
で、事業者に関しては努力義務にとどめてい
る。これは、この法律の対象範囲が幅広く、
障害のある人と事業者との関係は具体的な場
面によって様々であり、それによって求めら
れる配慮も多種多様であることを踏まえたも
のである。

（３）基本方針の作成

　障害を理由とする差別の解消の推進は、雇
用、教育、医療、公共交通などの障害者の自
立と社会参加に関わるあらゆる分野に関連
し、各府省の施策に横断的にまたがるもので
あることから、政府における総合的、一体的
取組のため、施策の基本的な方向などを示す
「障害を理由とする差別の解消の推進に関す

る基本方針」（以下「基本方針」という。）を
閣議決定することとされている。
　基本方針においては、本法の理念や施策全
般にわたる基本的な考え方のほか、分野別の
対応要領や対応指針において共通して盛り込
むべき事項、協議会を始めとする支援措置の
在り方についての政府としての基本的な方向
性などを示すことを想定している。
　基本方針の作成に当たっては、あらかじめ、
ヒアリングなど、障害者その他の関係者（事
業者、経済団体等）の意見を反映させるため
に必要な措置を講ずるとともに、障害者政策
委員会の意見を聴くこととされている。

（４） 対応要領、対応指針による差別の内容
の具体化と実効性の担保

　具体的に、どのようなことが「不当な差別
的取扱い」に当たるのか、どのようなことが
「合理的配慮」として求められるのか、とい
う点については、個々の場面の状況ごとに判
断されるものであり、あらかじめ法律で列挙
することは困難である。そこで、この法律で
は、障害を理由とする差別の禁止について適
切に対応し、障害を理由とする差別の解消の
ための自主的な取組を促すために、不当な差
別的取扱いの具体例や合理的配慮の好事例等
を、今後、対応要領や対応指針において示す
ことにしている。

ア　行政機関等による取組
　国及び地方公共団体などの行政機関等にお
いては、自らの職員が適切に対応できるよう
にするための「対応要領」をそれぞれ自ら定
め、それに基づく取組を行うことにしている。
仮に行政機関等の職員において本法に違反す
る行為があった場合には、例えば行政機関等
の内部における服務規律確保のための仕組み
や行政相談等の仕組みにより、是正が図られ
ることになる。
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イ　事業者による取組
　事業者において、障害を理由とする差別を
解消するための取組が適切に行われるように
するための仕組みとして、この法律では、各
事業分野を所管する大臣（以下「主務大臣」
という。）が「対応指針」を作成し、事業者
の自主的な取組を促すこととしている。また、
特に必要があると認められる場合は、主務大
臣が、事業者に対し、報告を求めたり、助言・
指導、勧告を行うことができることとされて
いる。

（５）国や地方公共団体による支援措置

ア　相談や紛争解決体制の整備等
　障害のある人からの相談や紛争解決に関し
ては、既に、その内容に応じて、例えば行政
相談委員による行政相談やあっせん、法務局・
地方法務局・人権擁護委員による人権相談や
人権侵犯事件としての調査救済等、様々な制
度により対応している。そのため、この法律
では、新しい組織を設けることはせず、基本
的には、既にある機関などを活用し、その体
制の充実を図ることにしている。

イ　障害者差別解消支援地域協議会
　また、地域において障害を理由とする差別
に関する相談や紛争の防止・解決を推進する
ためのネットワークを構築する観点から、国
及び地方公共団体の機関であって、医療、介
護、教育その他の障害者の自立と社会参加に
関連する分野に従事する者は、地方公共団体
の区域において障害者差別解消地域支援協議
会（以下「協議会」という。）を組織するこ
とができることとされている。

　協議会には、国及び地方公共団体の機関の
ほか、NPO法人や学識経験者等、その他必
要と認める者を構成員に加えることができ
る。このように様々な主体が連携し、関係す
る機関などのネットワークが構成されること
によって、いわゆる「制度の谷間」や「たら
い回し」が生じることのない体制の構築や、
地域全体として相談・紛争解決機能の向上が
図られることが期待されている。なお、協議
会の事務に従事する者又は事務に従事してい
た者に対しては、秘密保持義務が課される。

ウ　普及啓発等
　このほか、国及び地方公共団体が、差別の
解消について必要な啓発活動を行うほか、国
は、国内外における障害を理由とする差別及
びその解消のための取組に関する情報の収
集、整理及び提供を行うこととしている。

（６）施行期日

　この法律に基づき、差別の解消に向けた取
組が円滑に行われるためには、あらかじめ、
関係者の意見を十分に踏まえた上で、基本方
針や対応要領、対応指針を適切に定めるとと
もに、国民に対し、本法の趣旨と合わせて、
それらの内容を十分に周知しておくことが不
可欠であることから、この法律の施行日は、
平成28年４月１日とされている。現在、基本
方針や対応要領、対応指針の検討を行ってい
るほか、国民に法律の趣旨や内容を広く周知
するために、リーフレットやポスターの作成・
配布、シンポジウムの開催などの啓発活動を
行っている。
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